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実質GDP成長率の推移と項目別寄与度
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外国為替レートの推移
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非正規雇用比率の推移
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直近の経済指標

2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 12年1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 12年12月 13年1月 2月

実質国内総生産（％） 2.3 0.3 6.3 3.6 2.0 0.9 0.3 0.1 0.4 - - -
終消費支出（％） 2.0 1.2 4.1 2.2 2.2 1.5 0.2 0.7 0.4 - - -

固定資本形成（％） ▲ 1.9 ▲ 1.0 5.8 ▲ 1.1 ▲ 1.3 3.2 ▲ 2.9 ▲ 1.7 ▲ 2.0 - - -
鉱工業生産指数（％） 3.4 ▲ 0.1 19.5 5.9 0.8 2.2 ▲ 0.1 ▲ 2.2 ▲ 2.9 1.6 ▲ 1.5 -
失業率（％） 3.2 3.6 3.7 3.4 3.2 3.5 3.3 3.1 3.0 3.0 3.2 -
貿易収支（百万USﾄﾞﾙ） 5,170 37,866 40,083 31,660 38,338 2,612 8,521 13,341 13,864 1,917 2,597 -
輸出（百万USﾄﾞﾙ） 422,007 363,534 466,384 555,214 547,870 134,846 140,130 133,125 139,768 44,875 45,681 -
輸入（百万USﾄﾞﾙ） 435,275 323,085 425,212 524,413 519,584 133,671 130,431 125,652 129,831 43,069 45,205 -
為替レート(ｳｫﾝ/USﾄﾞﾙ) 1,103 1,276 1,156 1,108 1,127 1,131 1,152 1,133 1,090 1,076 1,067 1,086
生産者物価（％） 8.5 ▲ 0.2 3.8 6.7 0.7 2.9 0.9 ▲ 0.2 ▲ 0.9 ▲ 1.2 ▲ 1.6 -
消費者物価（％） 4.7 2.8 3.0 4.0 2.2 3.0 2.4 1.6 1.7 1.4 1.5 1.4
株価指数（1980.1.4：100） 1,124 1,683 2,051 1,826 1,997 2,014 1,854 1,996 1,997 1,997 1,962 2,026

（注）国内総生産、 終消費支出、固定資本形成、鉱工業生産指数は前期比伸び率、生産者物価、消費者物価は前年同期比伸び率、株価指数は期末値

　　　国内総生産、 終消費支出、固定資本形成、鉱工業生産指数、失業率は季節調整値

　　　国内総生産、 終消費支出、固定資本形成、生産者物価は2005年基準、消費者物価は2010年基準

　　　貿易収支はIMF方式、輸出入は通関ベース

（出所）韓国銀行、統計庁他
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韓国の格差社会と「経済民主化」

• 「経済民主化」は大統領選の公約

• 財閥改革については新たな取り組みは限定的

• 「新政権の5大目標」（2013年2月21日）
▫ 雇用中心の創造経済

▫ 一人一人に合わせた雇用と福祉

▫ 創意教育と文化のある生活

▫ 安全と統合の社会

▫ 幸せな統一時代の基盤構築
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漢江の奇跡再び

• 朴大統領の父、朴正煕大統領は1970年代、権威
主義政権を率い高度経済成長を実現「漢江の奇
跡」と呼ばれた

• 朴大統領も成長志向が強いと見られる

• 新設の経済担当副首相を務める玄旿錫氏は、朴
正煕大統領の創設した国策シンクタンク韓国開
発研究院（KDI）の前院長、経済成長重視派

• 新規分野の育成による経済成長の再加速を目指
す

経済省庁の再編成

• 経済政策の司令塔となる経済担当副首相ポスト
の設置－企画財政部（日本の財務省に相当）長
官が兼任

• 知識経済部（日本の経済産業省に相当）を再編
⇒産業通商資源部（通商交渉機能を付加）、未
来創造科学部（IT産業等を担当）
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FTA政策の展望

• 担当官庁は外交通商部から産業通商資源部へ

• 引き続き重要政策と位置づけ、FTAネットワー
クの構築を目指す

• 北東アジアとのFTA交渉開始
▫ 中韓FTA：2012年5月交渉開始

▫ 日中韓FTA：2013年3月交渉開始

▫ 韓国の対中貿易比率約20％、対日貿易比率約10％
• TPP：米国から参加への働きかけ

韓国と主要国のFTA締結国との貿易比率

 韓国（2008 年貿易額基準） 主要国（2007 年貿易額基準） 

発効国（’09 年

7 月現在） 
米国 ｲﾝﾄﾞ EU 米国 中国 日本

ｼﾝｶﾞ

ﾎﾟｰﾙ
チリ 

ﾆｭｰｼﾞ

ｰﾗﾝﾄﾞ 

FTA 貿易

比率（％） 

比率 12.1 9.9 1.8 11.5
34.0 19.7 14.7 67.7 83.2 37.0 

累計 12.1 22.0 23.8 35.3

（出所）韓国・企画財政部 
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